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以前の形には戻らない 
世界中の大学が、国際的なパンデミックの

影響から抜け出せずにいます。一時的に

リモート学習へと大転換が図られましたが、

これはこのセクターで加速する変化の始ま

りにすぎません。キャンパスでの授業が再

開されても以前の形には戻らないことを、

大学上層部は受け入れなくてはなりません。

メディア、小売、エネルギーの各セクターで

大手企業を揺るがしているようなビジネス改

革が、高等教育の現場にも急速に迫ってい

ます。人口構成の変化、地政学的課題、職場

におけるニーズの変化、質の高いデジタル

体験を求める学生からの期待などのうねり

が高まり、津波のように押し寄せています。

こうした状況が、業界の新たな現実に適応

できない大学の存続を脅かしています。 

高等教育は頭打ちなのか
再生可能エネルギーや電気自動車の普及に

より、世界は「ピークオイル」や「ピークカー」と

呼ばれる転換点を迎えました。従来の高等教育

セクターは数十年にわたって成長してきました

が、少なくとも先進国においては、高等教育の

規模もまた頭打ちになっているとしたらどうな

るでしょうか。多くの国ではすでに、出生率の

低下によって従来の学部生の数が減少していま

す。政府は職業訓練に重点を置くようになって

います。当てにしている留学生の授業料収入が

伸びない上、デジタル学習の事業者が新たに

急成長し、実入りの良い学習プログラムを奪い

取っています。

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）で
引き起こされた急激な変化もまた、先進国の

大学の留学生や学部生の人数、大学数、ラン

キングが頭打ちになった兆候なのだとすれば、

いったいどうなるのでしょうか。

序文
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学生の数は減少しています。 アジア全体

で出生率の人口置換水準が2.1を下回っ

ています。 生徒数が少なくなった小学校は

合併を余儀なくされています。

短期大学でさえ合併が始まっています。

次は大学の番かと思われるのも当然でしょう

Themin Suwardy博士
シンガポール、シンガポール経営大学  
Associate Provost 

Catherine Friday 
EY Global Education Leader

大学が生き延び、成功するには
大学が生き延びるために必要な速さと規

模で改革を進めるには、未来のありたい姿

から現在を逆算的に展望するバックキャス

ティング・アプローチを取る必要があります。

想像していなかった未来のシナリオを描き、事

業モデルをどのように根本的に改革して競争

力を保てばいいのかを考えるのです。現時点

の優先事項と起こすべき行動を通じて、大学

を10年後に向けた成長軌道に確実に乗せるに
は、これが最良の方法です。

本書では、高等教育の新たな未来において

大学が果たす役割を、大学上層部が確かな

ビジョンとして示すことができるよう思考実験

を行い、テクノロジーの融合、人口構成の変化、

新たなビジネスモデルがどのようにセクター

構造を変化させるのか考察します。

後述のシナリオは、EYの挑戦的な考えに
加え、先進国と新興国、公立と私立、由緒あ

る学部と現代的な学部など、幅広い大学の

リーダーに行ったインタビューに基づいてい

ます。リーダー全員が本書で取り上げた変化

をすでにいくつか経験していますが、セクター

が直面している大きな変化に十分備えができ

ているケースもあれば、そうでないケースも

あります。

難しい問いかけを行って現状に挑むとともに、

パンデミックがもたらした機会に目を向け、

高等教育の提供方法、提供する場所、誰を対象

とするのかについて見直す時が来ています。

本書が世界中の大学にとって光明を見いだす

きっかけになれば幸いです。

「

「



発想を変えて 
未来を考える

デジタルが学習と知識創造の新たなエコ

システムの登場を促しており、大規模な

イノベーションの準備が整いつつありま

す。テクノロジーの融合によって、地球上の

あらゆる業界と同様、高等教育も変革の最中に

あります。「場所を問わない働き方」が普及した

世界では、「場所を問わない学習」も求められ、

このニーズに応えて新たな教育プラットフォー

ムが登場しています。

高等教育には次の対立があります。

•	保守派（特にエリート校）は、上がり続ける

学費と現在の需要に目を向け、自校のモデル

に問題はないと判断しています。

•	革命派は、出生率の低下、手頃な学費を求め

る圧力、デジタル化のコストと利点、競合相手

の登場などに目を向け、現在のモデルの存続

が脅かされていると判断しています。

これまで高等教育で革命的変化が起こること

はほとんどありませんでした。どちらの見解も

高等教育の現状の一端を表していますが、革命

派の意見が優勢だと私たちは考えています。
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高等教育の変化の予兆と人口構成の問題を

考え合わせると、Clayton Christenson氏に
よる「セクターの改革が進み、2030年まで
に米国では4分の1の大学が破産、合併、再
編、閉校し、同様の統合が他の国でも起こる」1

という予測は正しいと言えるかもしれません。

生き残るためには、産業界と商業的関係を深め

たり、破壊的改革を進めたり、新たな提携関係

を作ったりする必要があります。

米国北東部は高等教育機関の数が

極めて多い上に人口減少が急速に

進んでおり、悪い条件が重なっています。

すでに、 寄付金の少ない小規模な私立

学校の崩壊が始まっています

Katherine Newman博士
米国、マサチューセッツ大学アマースト校  
Provost 兼 マサチューセッツ大学システム  
Senior Vice-Chancellor for Academic Affairs

高等教育は極めて閉鎖的な世界であり、

変革を必要としています

Bryan Garey氏
米国、バージニア工科大学  
Vice President of Human Resources

1 �Clayton M. Christensen and Michael B. Horn, “Innovation Imperative: Change Everything,” The New York Times,  
1 November 2013. Available at: https://www.nytimes.com/2013/11/03/education/edlife/online-educa-
tion-as-an-agent-of-transformation.html参照

「

「

「 「

https://www.nytimes.com/2013/11/03/education/edlife/online-education-as-an-agent-of-transformation.html
https://www.nytimes.com/2013/11/03/education/edlife/online-education-as-an-agent-of-transformation.html


多くの大学が淘汰されるリスクに直面すると

同時に、 急激なテクノロジーの変化について

いけなくなるでしょう

Edmond Wong
EY Managing Analyst, China, EY Research Institute
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高等教育セクターの
転換期の到来

新型コロナウイルス感染症が世界に与えた

影響が尾を引き、テクノロジーが高等教育を

大きく変えようとしている中で、これまで想像し

ていなかった未来をあえて考えてみてください。

例えば、出生率の低下と政府の職業訓練重視

によって、キャンパスを拠点とする従来の高等

教育への国内需要が二度と戻らなくなるとし

たら？　英国、シンガポール、オーストラリアな

どの国々が大きく依存している留学生の数が、

完全には元に戻らず徐々に減少していったり、

新興国が留学に代わるデジタルモデルやハイブ

リッドモデルで高等教育の変革を急速に進めた

りするとしたら？

そして、巨大テクノロジー企業が、継続的で、

柔軟で、カスタマイズ可能で、公平な学習を提

供し始めるとしたら？ 

高等教育の改革が周囲で進む中、その未来が

今日の常識とどのように食い違っているのかを

考える必要があります。これが本書の狙いです。

以下に示すのは、「もし（what-if）」で始まる
5つの起こり得そうな仮定シナリオの質問で
す。どの大学の上層部も、教育と学習を提供

する大学の役割がどう変わっていくか考え、ま

た研究領域における課題と機会に目を向けた

上で、確信を持って明確に現在から未来への

進路を描くために検討する必要があります。

もし学費が無料になったとしたら？

もし学習過程全体が柔軟にカスタマ

イズできるものになったとしたら？

もし商業化された研究の採算が取

れるようになったとしたら？

もしテクノロジーが世界的な需給
の不一致を解決できるとしたら？

1
2

4

5

2030年を見据えたこれらのシナリオはいずれ
も、現存する明らかな傾向、兆候、テクノロジー

に基づいています。すべてがシナリオ通りに

はいくとは限りませんが、その要素の多くが

未来の高等教育を形作ることになると考えて

います。

高等教育の新時代のビジョンを描く大学上層部

の方々にとって、この5つのシナリオが有益な
ものになれば幸いです。

「

「

もし高等教育を提供する側が成果

に対し責任を負うことになったと

したら？

3
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もし学費が無料に
なったとしたら？

01
「従来の授業風景は 
過去のものに」
2030年には学習や学位の取得が、2021年
のショッピングやバンキングのように手軽で、

極めて低コストでできるようになっていると

仮定しましょう。自室の机やモバイル機器から

オンライン学習の「アカウント」にアクセスし、

最良の教育機関が提供するコースモジュール

や学位取得プログラム全体を世界中のどこに

いても自分のペースで修了できます。

大学の未来には、Spotifyのようなスト

リーミングと、 人気バンドのコンサートの

ような体験型学習の両方があるでしょう

Ian Wright教授 
ニュージーランド、カンタベリー大学 
Deputy Vice-Chancellor (Research) 

若者世代はオンライン学習を受け入れ

やすく、また選べるなら複数の形式を

選択するでしょう。 実際のところ、授業の

60%をオンラインで、20%を対面で、

20%をインターンシップなどの体験型で

受けることなどがあり得ます

Soumitra Dutta教授
米国、コーネル大学ジョンソン経営大学院  
Professor of Management

学習過程のさまざまな場面で、自主学習コン

テンツ、講師が行う同期型授業、他の学生との

オンラインディベートやコラボレーションなどを

利用して、完全にバーチャルで学習することに

なります。

時には、より没入型の実践的な学習体験を選択

することもできます。ハイブリッド型の学習形式

でオンラインと対面の長所を生かし、個人の

ニーズに合わせることが可能になります。

「 「

「

「



2030年の 
セクター構成

知識サービスセクターが 
解決する課題―アクセス性
大学は、デジタルプラットフォームを介して

アクセスする数多くの知識サービスの1つの
カテゴリーにすぎず、学習提供の限界費用が

大幅に削減され、規模や対象分野がほぼ無限に

なっています。

教育テクノロジー（EdTech）事業者やメディア
企業に加え、先見性のある一部の大学は、

カリスマ的な専門家をそろえて極めて魅力

的なコースコンテンツを提供しています。高

画質ビデオ、グラフィックス、ゲーム形式の実

習が取り入れられ、講堂の前方に教授が一人

立って行う講義よりもずっと生き生きとしたも

のになります。デジタルコンテンツはチャット

ベースの学習サポート機能（現地の言語で提

供されている可能性がある）で補強され、学生

同士がリアルタイムに学習内容について議論

できます。

大学は、学生がアクセスできる膨大な

コンテンツがすでにあるのに、 何から

何まで書き起こそうとするのを止める

必要があります

Colin Stirling教授
オーストラリア、フリンダーズ大学  
President and Vice-Chancellor

7
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自らを改革しない限り、2030年の大学は
2021年の公立図書館のような運命をたどる
恐れがあります。すなわち、情報とサービス

が画面上で見るものになり、訪れる人がほと

んどいなくなった知識の殿堂です。

こうした世界では、コンテンツがほぼ無料で

あるだけでなく、どこも他より優れた専用コン

テンツを持っていないことになります。独自の

セールスポイントがカリキュラムであると考え

ているなら、考え直さなくてはなりません。

もちろん、大学の働きは知識の普及に

とどまらず、教育とは単にコンテンツを提供

することではありません。優れた教師は学生

にひらめきを与え、やる気を起こさせ、意欲

を引き出します。クラス内のディスカッショ

ンは学習を強化し、批判的思考やコミュニ

ケーションスキルを育てます。実習は、知識

の応用、問題解決、チーム作業を行う機会に

なります。それを踏まえた上で大学は、キャン

パスを拠点とする対面型学習が提供する独自

の価値を再検討し、それを中心に立て直しを

図る必要があります。

大学への影響

変われない大学に未来はあるのか

「

「
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大学にとっての機会は、最良のデジタル

コンテンツ、教育、コラボレーション、評価

ツールを採用し、学習者にとって付加価

値がある場合には、キャンパスならではの

豊かな学習体験も組み合わせて提供する

ことにあります。大学は、世界クラスの学習

をパーソナライズして柔軟に提供するハイ

ブリッドモデルへと進化すべきです。そうす

れば、学生は自分のニーズや好みに合わせ

てキャンパス型、ブレンド型、完全オンライン

型の間で学習方法を切り替えることがで

きます。

成功を目指す大学は早期に方向転換し

て、市場の今後を見据え、オンライン

学習プラットフォームを導入して、デジタル

ファーストやハイブリッドの学習モデルに

適したコースプログラムを作成する必要が

あります。

EYのグローバル調査に回答したY世
代とZ世代のうち、パンデミックの間に 
テクノロジーの使い方が変わったと回答
した割合。

新興国ではこの割合が高い

西欧諸国では割合が低い

世界のY世代とZ世代の回答者のうち、
学習方法がパンデミック以前の形には 
戻らないと考える割合。

新興国ではこの割合が高い

西欧諸国では割合が低い

77% 45%

Y世代とZ世代の
回答者のうち、変化
が今後も続くと予
想する割合。

44%

88% インドネシア 

86% インド 

85% ブラジル

66% スカンジナビア諸国 

67% フランス

56% インド 

55% ブラジル

32% フランス 

35% スカンジナビア諸国

卒業生にとってキャンパスは、他にはない人生

経験を得られる場所です。学生は自活やお金の

やりくりを学び、さまざまな課外活動にも参加

します。生涯の友人を作ったり、気の合う仲間

と早くも仕事上のネットワークを築いたりする

かもしれません。しかし全員がこうした経験を

キャンパスで必要としているわけでも、ましてや

在学期間全体にわたって必要としているわけで

もありません。キャリアを伸ばしながら生活力

を身に付ける機会は職場にもあります。

デジタル技術や新しいテクノロジーに傾倒

する意識と行動の変化は、世界中の大学に

とって、学習の提供の仕方を考え直す新た

な機会になっています。次世代の学生は

デジタルネイティブです。オンライン上が生活、

学習、人との交流の場になります。この世代の

デジタルコンテンツへのアクセスは学習方法を

変化させ、情報にはほぼ無限にアクセスできる

ようになりましたが、情報の質と妥当性の検証

には大きな課題があります。教育者側は、適宜

やり方を合わせていかなければなりません。

変われない大学に未来はあるのか

出典： EY Future Consumer Index, Oct 2021
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•	大学は質の高いデジタル学習をコア

サービスに取り入れる動きを見せています。

中にはCoursera、EdX、Udemyなどのオン
ライン学習プラットフォームと提携し、コース

を共同で作成して広く提供している大学もあ

ります。また、メディア制作会社を利用して、

より洗練された魅力的なコンテンツを制作し

ている大学もあります。一部のケースでは、

完全オンライン型のプログラムを提供できる

デジタルファーストの大学と提携、またはこれ

を買収しています。

•	「反転授業」の考え方は広く受け入れられて

います。大人数を前にした対面型の授業で

はなく、コンテンツを非同期型（録画や自習

教材）または同期型（「ライブ」形式、つまり

当大学を差別化する強みは、キャンパス、

人材、 多様性です。 デジタルをどう活用

すれば、将来性や価値を損なうことなく、

この強みをさらに伸ばせるのでしょうか。

デジタルはどのように私たちに大きな 
力を与えてくれるのでしょうか

Brian P. Schmidt教授、AC FAA FRS
オーストラリア、オーストラリア国立大学  
Vice-Chancellor 

今見られる手掛かり

や別の場所から同時視聴）のいずれかでオン

ラインで配信し、自習ではなく授業でのディス

カッションを通じて復習をします。

•	デジタルは対面型授業にも多く取り入れ

られるようになっています。学習の応用や

試験にはゲーム的手法が用いられ、科学

研究問題の解決策をクラウドソーシングする

手段としても使われています。デジタルの

シミュレーションやモデルを使えば安価かつ

安全に実験が行え、自席にいながら遠くの

遺跡を調査したり、人間の脳組織を調べたり

できます。

変われない大学に未来はあるのか

「

「
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デジタルによって知識やスキルの習得が

容易になり、 加速する市場の変化に対応

するには、 誰もが継続的にスキルの向上

や再習得に取り組まなければならなくなり

ます。 大学はそれに貢献でき、また貢献

すべきでもあります

Lily Kong教授
シンガポール、シンガポール経営大学 
President

「自分の学びを、自分の方法で」
2030年の教育コンテンツの利用方法が、
2021年にSpotifyで音楽を聴くのと同様
になると仮定しましょう。画面にタッチする

だけで世界有数の事業者の学習コンテンツ

カタログにアクセスでき、自分に合う方法で

利用できます。完全にパーソナライズして

独学で学ぶことも、プラットフォームや事業

者が推奨するコースのコンテンツを「プレイ

リスト」のように選ぶことも可能です。アルゴ

リズムによって関心のあるテーマを掘り下げ

たり、人工知能（AI）を活用して現在の知識
レベルと学習目標に合った学習活動を行った

りすることができ、基本的な知識を習得した

らより高度なレベルを受講できるようになり

ます。プラットフォームでは、学習傾向、意欲、

希望するキャリア、個人の状況に基づき、より

パーソナライズしたコンテンツや学習モード

（講師主導やコラボレーション型の学習を

含む）が提供されます。

変われない大学に未来はあるのか

 
もし学習過程全体が
柔軟にカスタマイズ
できるものになった
としたら？

02

「

「



2030年の 
セクター構成 知識サービスセクターが解決 

する課題―パーソナライズ
大学などの高等教育機関は、修得単位を積み

重ねることのできる柔軟な履修証明を幅広く

提供しており、学生はそこから選んで組み合わ

せ、知識、スキル、能力の独自のポートフォリオ

を作ることができます。コースと教育機関とが

国際的に評価の高い認定の枠組みを共有する

ことで、さまざまなプログラム間、教育機関間

（異なる国にある場合を含む）、学習ルート間

（継続教育と高等教育とのブレンド化）で修得

単位を互換しやすくなります。

企業から、 当大学と企業ブランドの両方

を掲げる専用プログラムを作ってほしい

という依頼を受けることが増えています

Katherine S. Newman博士
米国、マサチューセッツ大学アマースト校 Provost 兼  
マサチューセッツ大学システム Senior Vice-Chancellor 
for Academic Affairs
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もし学習過程全体が柔軟にカスタマイズできるものになったとしたら？02

こうした環境では、雇用主は特定の職種の要件

を詳細に指定することができ、候補者はスキル

や知識のギャップを埋めるための教育機関を

探すことができます。学習者は、個人的な関心

や適性によって、プログラムの標準カリキュラム

以外のコースも追加で選択できます。

スペシャリスト向けやニッチ分野のコースも

今では多くの国の学生や大学生以外の人々

に開かれており、成功したと言うに足る規模に

なっています。学生は立地にとらわれること

なく、最良のコースにアクセスできるため、同じ

ような内容のノーブランドのコースがさまざま

な場所で提供され続けることがなくなります。

これは必然的に、市場の統合につながります。

 

変われない大学に未来はあるのか

「

「
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02 もし学習過程全体が柔軟にカスタマイズできるものになったとしたら？

力関係は教育機関優位から学習者優位へ

と変わるでしょう。現在の学生は幅広い選択肢

と柔軟性を手にしています。そのため大学は、

選ばれるに値する特色あるコースを提供しなけ

ればなりません。

大学は学生を引き付け、生涯にわたる関係を

築き、学生のニーズを理解して適応することに

尽力する必要があります。キャリアアドバイザー

として、また利用可能な学習の選択肢の

ガイド役として、大学の役割はますます重要にな

ります。ただし現実世界のキャリアについては、

考えを大きく変える必要があります。キャリア

形成に関して、大学は民間のアドバイザーに

対抗できるのでしょうか。十分に差別化されて

おらず、質を満たしていないサービスしか提供

できなければ、その大学はつまづくでしょう。

プラスの面を見れば、ニッチな分野や専門性の

高い分野に関心のある学生を、最低限必要な

人数は集めやすくなったため、そうした分野の

大学への影響

コースを開発する機会が増えるでしょう。また、

航空会社の国際提携のように、大学が国際的

な高等教育の提携を組めば、提携機関同士で

スムーズな互換性を確保できるようになるかも

しれません。

政府は、教育機関ではなく学習者側に助成金

を提供することで、こうした学生中心の柔軟な

モデルを支援する可能性があります。生涯学

習とスキル構築を推奨するために学習資金を

市民に提供し、学習ルートや教育機関にかか

わらず、学生の裁量で認定コースを選んでそ

の資金を使えるようにするのです。シンガポー

ル政府は4年前からSkillsFutureプログラム
を通じてこれを実施しており、同様の仕組みを

提供する雇用主も増えています。

変われない大学に未来はあるのか

何が大学の特色と言えるのか、考える必要

があります。 オンライン学習を提供して

いる場合、ほぼ無限に拡張できますが、

顧客の方でも最良の機関を選ぶ自由が

あります。 そのため、 本当に優れた特色

あるサービスを提供しなくてはなりません

Adam Tickell教授
英国、バーミンガム大学 Vice-Chancellor

「

「
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•	英国の学生生活に関する調査などのベンチ

マーク調査によると、学生の満足度はなおざり

にされていることが分かります。不満足な

学生の割合が増え、満足している学生の割合

は減っています。他の産業と同様に顧客側の

選択や切り替えが容易になれば、大学は顧客

満足度を無視できなくなるでしょう。 

Themin Suwardy博士 
シンガポール、シンガポール経営大学  
Associate Provost

私たちは、 生涯学習、 マイクロクレデン

シャル、 ジャストインタイム学習（JIT）、
学習の小型化への大きな流れの中に

あります

今見られる手掛かり

•	世界中の大学が、特定の雇用主のため、

あるいは新たな職場のニーズを満たすため

に、専用プログラムを共同制作しています。

特定の雇用分野の職務内容やコンピテン

シー要件に合致するよう、コースを逆算的に

開発していますが、大学の行動が遅かったこ

とから、雇用主側（EYを含む）はすでに、イノ
ベーション分野の認定トレーニングを独自に

提供するようになっています。

•	進路が曖昧になり始めています。米国では

学位取得費用を抑えるため、多くの学生が

最初の2年間はコミュニティカレッジに通
い（または高校在学中に一般教養を終え）、

それから名門大学に編入して卒業するよう

になってきています。米国とインドの大学

上層部は、別のコスト削減策も予想してい

ます。例えば、最初の1～2年は経験のため
キャンパスに通い、自立して専門分野で活

動できるようになればオンラインを活用し

02 もし学習過程全体が柔軟にカスタマイズできるものになったとしたら？

て修了するということもあり得ます。単位互

換が広がれば、より多くの学生が低費用の

手段を通じて学位を取得できるようになる

でしょう。

•	重複する部分が多い上に学生数が減少して

いる米国の高等教育市場では、統合が進ん

でいます。一般教養を教える小規模な私立

大学は、生き残りに十分な数の学生を集める

ことができません。そのため大規模な州立

大学や公立大学と合併したり、教育業界以外

の事業者、例えば医療機関が小規模な医療

専門学校を買収したりしています。

変われない大学に未来はあるのか

「
「

https://www.hepi.ac.uk/wp-content/uploads/2021/06/SAES_2021_FINAL.pdf
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認定評価とは品質の保証です。 学生に

対して価値あるものに対価を支払って

いることを保証することであり、 雇用主

に対しては、 履修証明を持つ卒業生は

雇う価値があると保証することなのです

Daniel Greenstein博士
米国、ペンシルバニア州高等教育システム
Chancellor

高等教育における情報の不均衡の

問題に取り組まなくてはなりません。

学生は何を買っているか理解して

おらず、また実際、 大学側も何を売って

いるのか分かっていません

David Palfreyman氏、OBE FRSA 
英国、オックスフォード大学ニューカレッジ Bursar 
and Fellow 兼 オックスフォード大学高等教育政策
研究センター Director

「自分の価値の保証」
2030年の知識への投資は、2021年にETF
（上場投資信託）に投資するくらいの手軽

さであると仮定しましょう。人は開発途上の

「ベータ」モードにあり、キャリアのために

常に新しい何かを学習する必要があります。

ライフステージ、キャリアへの意欲、経済状態

を踏まえ、知識を身に付けるか仕事のスキルを

獲得するかを、十分な情報に基づいて決めたい

と考えています。個人専用のキャリアプラット

フォームにログオンすれば、雇用機会やキャリア

目標に最もつながりの深い認定プログラムに

ついて専門的アドバイスを受けられ、自分が

設定した基準に照らしてプログラムが格付け

されます。また、自身の目標達成をサポート

する最適な学習プロバイダーを簡単に選択でき

ます。認定資格が増えてもプラットフォームで

管理したり、それを雇用主と共有したりできるほ

か、ダッシュボードでは、学習の投資対効果を追

跡できます。修得単位の互換・積み重ねも容易

なため、独自の学習過程を進むことが可能に

なります。

変われない大学に未来はあるのか

 
もし高等教育を 
提供する側が成果に
対し責任を負うこと
になったとしたら？

03

「 「

「 「



2030年の 
セクター構成

知識サービスセクターが 
解決する課題―成果保証
大学は独占的に学位を認定できなくなり、

学位を取得しない生涯学習の履修証明が主

流になります。知識サービスセクターは共通

の認定評価の仕組みで統括されており、学習

者はさまざまな教育事業者の費用対効果を、

雇用主は採用候補者の学習ポートフォリオを

評価できます。多数のデジタル学習事業者、雇

用主が提供する制度、業界団体などが、大学と

直接競合したり提携したりして、コース単位や

プログラム単位で学習を提供するプロバイダー

として選ばれます。

今こそ、学生と大学の間で明瞭かつ適切

な契約を結ぶときではないでしょうか。

例えば私なら、 大学にセミナーの規模を

開示させ、契約でそれを守らせます

David Palfreyman氏、OBE FRSA
英国、オックスフォード大学ニューカレッジ  
Bursar and Fellow 兼 オックスフォード大学高等教育
政策研究センター Director2  
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もし高等教育を提供する側が成果に対し責任を負うことになったとしたら？03

学習プロバイダーは学習の提供内容（イン

プット）とその成果をはっきり示す必要があ

り、それが格付けに影響します。インプットに

は教師と生徒の比率、授業の量・特性・品質

のほか、評価方法が含まれます。成果は学力

や獲得スキルだけでなく、卒業後の雇用や予

想収入にも及びます。学生はコースを、大学

のブランドや知名度に基づいてではなく、

オンラインまたはキャンパスを拠点とする各教

育事業者が提供する価値をしっかりと理解して

選択することができます。そして実際の体験が

約束通りのものでなければ払い戻しを受けられ

る可能性もあります。中には、学習のインプッ

トとその成果を保証する契約を学生と結んで

いる大学さえあります。

2  大学の説明責任に関するDavid Palfreyman氏の見解について、詳しくは最近の発表「The TEF by 2020?」を
ご参照ください。

変われない大学に未来はあるのか

「

「

https://oxcheps.new.ox.ac.uk/papers/OxCHEPS_OP60.pdf
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学位の取得にかかわらず活用できるようにな

る履修証明が急増することで、将来の学生や

雇用主が履修証明の相対的価値を評価できる

よう、学習プロバイダーの規制および認定を

強化する必要性が高まります。特に、生涯学習

分野には認定の仕組みがありません。その価値

に注目が集まる中、学習のインプットと成果の

透明性向上が求められます。

大学はもはや、政府に無条件で助成金を求める

ことも、立地やブランドだけで学生に選ばれると

期待することもできません。

政府は、大学が教育と学習のインプットの質と

効果を重視するよう奨励する、実績ベースで

の助成金給付を導入する可能性があります。

この結果、大学は研究成果の質と量を重視する

現在の状況を見直すようになります。大学もこ

の方法で教員への報酬を支払うようになるかも

しれません。これを実行するためのアイデアと

して、大学が政府資金を管理するという案が、

すでに英国で議論されています。

大学への影響

大学は目に見える付加価値を持つ必要があり、

そのためにデータや分析を通じて学生の意欲

や学習の進捗状況を継続的に測定します。何が

効果的で何が効果的でないかを示す根拠が

得られれば、教授陣は学習成果を向上させると

いう目的意識をもって、コース提供を継続的に

改善していきます。

パンデミックをきっかけに、審査とコース評価を

見直すことができることが分かりました。従来の

ように、英国のAレベルやフランスのバカロレア
といった厳正な試験を実施できなくなり、能力

を審査する代わりの方法が編み出されました。

大学も学位というものを見直し、より詳細で

意義深い比較を雇用主に示す必要があるの

ではないでしょうか。ブロックチェーン技術を

使えば、学習者は反論の余地のない学習成果の

生涯記録を、より詳細かつ有用なレベルで作成

できるでしょう。

もし高等教育を提供する側が成果に対し責任を負うことになったとしたら？03

変われない大学に未来はあるのか

何らかの共通の標準形式を

採用することで、 学生はさまざま

なプログラムや機関の間の互換

性を確保できます

Souvik Bhattacharyya教授
インド、ビルラ技術科学大学ピラニ校  
Vice-Chancellor

「

「
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•	一部のオンラインコースの事業者はすでに、

「合格しなければ払い戻す」という保証制度

を設けています。

•	雇用主と協力して独自のトレーニングプロ

グラムを開発している大学は、仕事に必要

なスキルの獲得だけでなく、従業員の定着

や昇進への影響という点でも投資対効果を

示す新たなパフォーマンス指標を考案して

います。

•	学習プロバイダーと提供コースの成果に

関する詳しい比較指標は、給与データ、市場

と統計値、規制当局や業界団体などから入手

できます。しかしこれらは普遍的に当てはま

るわけではなく、学習プロバイダーの選定を

目的とするものでもありません。

Madan Pillutla教授
インド、インド商科大学院（ISB） Dean

EdTech企業や認証機関では、認証

プロセスをより簡単にする方法として、

ブロックチェーンを検討しています

今の見られる手掛かり

•	教育の価値を計ろうとする試みは、ます

ます高度化しています。英国では、小・

中・高校を数学と読解力のスコアおよび

進捗に基づいた付加価値スコアで測定

し、保護者が学校を選ぶ際に利用する公

表ランキングに反映しています。米国で

は、国立教育統計センターがリテンション

（定着）率と卒業率を公表しています。

•	大学は、学習成果は測定できるものでは

ないとして、付加価値の評価に反対してき

ましたが、英国政府は教育評価制度（TEF：
Teaching Excellence Framework）の
導入に踏み切りました。納税者の投資に

対する効果を説明するという政策上の

必要性が、手法に関する大学側の不満を

上回ったためです。

•	米国のインタビュー対象者によれば、

一部の大学ではデータと分析だけでなく

予測分析まで使って、マイノリティ集団

のリテンション率と全体的な合格率を向

上させようとしています。今度はこれを、

すべての学生の体験と成果の向上に向け

た主流サービスとして拡大する必要があ

ります。

•	デジタルプロバイダー、業界団体、雇用

主のグループは、すでに大学と提携し、

独自の履修証明を開発したり、認知され

ている大学の認定資格を活用したりして

います。

もし高等教育を提供する側が成果に対し責任を負うことになったとしたら？03

変われない大学に未来はあるのか

「

「
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研究は他のあらゆる活動と同様に重要

です。 研究に力を入れなければ優秀な

教員や大学院生を引き付けられません。

多くの研究大学にとって、それは教育の

形でもあるのです

Michael K. Young博士
米国、テキサスA&M大学 Former President

「研究で資金調達」
2030年には、商業化された研究による収益
で十分に研究費を賄えるようになったと仮定

しましょう。大学はどの研究が商業化に適して

いるかをよく理解しており、そうした研究分野

には、より精緻に吟味したアプローチ方法を

とっています。政府は、高等教育セクターを民

間および海外の研究開発投資に積極的に開

放し、研究開発に投資する企業に奨励金を支

給しています。大学は民間資本を利用したり、

ベンチャースタジオが推進する豊かなイノベー

ションエコシステムに参加したりできるように

なります。イノベーションの商業化は経済成長

を促し、学生だけでなく投資を引き付ける場と

して、都市、自治体、国家の魅力を高めます。

政府の助成金は、民間企業だけでは立ち向か

えないような大きな社会課題の解決や、国家の

競争力を高める基礎研究に支給されます。

変われない大学に未来はあるのか

 
もし商業化された 
研究の採算が 
取れるように 
なったとしたら？

04

「

「



2030年の 
セクター構成 知識サービスセクターが解決

する課題―財政のサステナ
ビリティ
質の高い大学院での研究は、当然ながら大学に

とって重要です。国際ランキングを上げ、優秀

な学生や教員を引き付け、学部課程に送り込む

と同時に、社会や国家の競争力に大学が貢献

できる重要な要素でもあります。

しかし研究には概してコストがかかり、政府から

多額の資金援助を受けているにもかかわらず、

学部生、特に留学生からの授業料で補われて

いるのが実情です。

2030年までに、少なくともこの問題の一部は
解決しているでしょう。大学の研究では、需要

が主導する商業的な研究開発を優先するよう

になり、大学、産業界、資本市場の間で密接な

連携が生まれています。あまり使われていない

キャンパス内の資産は、商業用ラボや起業支援

研究の商業化が成功すれば、 波及効果

として、 大学の重要度と大学が中心的

存在であることに関する地域社会の認識

が変わります。 大学は地域社会の一部

なのです

Michael K. Young博士
米国、テキサスA&M大学 Former President
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に利用されています。博士課程の学生は産業界

へのキャリアパスを確保できており、最終的に

は自身が商業研究を行った企業や共同で設立し

たスタートアップ企業で働くことになります。

大学の商業的研究は、産業界の協力と知的

財産を商業化することにより、自己資金で行

われます。注目を集める質の高い研究が成功

すれば、優秀な学生や教員を引き付け、経済

的に成功する卒業生を生み出し、多額の寄付

金を集めることができるため、間接的に大学の

財政が強化されます。学生にも素晴らしい学習

機会が提供されることになり、雇用機会が広が

ります。

政府は、国益を支える非商業的な学術研究への

投資を続け、世界的に重要な研究に関する国際

共同研究には、超国家的組織が投資します。

変われない大学に未来はあるのか

「

「
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商業的研究に門戸を開いている大学は、

研究資金不足を補うために学部生、特に留学

生の授業料に頼る必要がなくなるかもしれま

せん。研究者と大学には、知的財産と、そこか

ら実際に商業収入を得るという大きな機会が

あります。

イノベーションのエコシステムにおける役割を

受け入れた大学は、特定のセクターが商業化

するためのハブとなってスタートアップ企業や

既存の企業をそこに引き付け、地域社会におけ

る大学の重要性を高めることができます。

大学への影響

これは、民間セクターのプロジェクトに取り

組むための休暇や、新しい研究アイデアの

ためのシード資金を調達するコンペの実施

などで、教授陣が商業的に応用可能な研究に

着手するよう奨励することになるのかもしれ

ません。また、機会の特定、潜在的な資金提

供者との関係構築、官民のイノベーションエコ

システムの構築に大きく力を入れることにな

るのは間違いないでしょう。これには、政府と

協力して議会がイノベーションに前向きになる

よう働きかけ、起業家が活躍できるようにする

ことも含まれます。

もし商業化された研究の採算が取れるようになったとしたら？04

変われない大学に未来はあるのか
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•	政府の研究資金の助成は、依然として各国

で活発です。米国などでは、中国の投資に対

抗するためだけでなく、解決すべき重要な社

会問題が認識されていることから、積極的な

投資が行われています。しかしどの大学も、

政府の助成だけでは費用をカバーしきれない

と話しています。財政的圧力に直面する中、

大学は新たな収益源を探す必要に迫られて

います。

•	オーストラリアでは最近、Universities 

Trailblazerプログラムが発表されまし
た。これは、大学の研究ハブの創設に2億
4,700万豪ドルを投資し、機関をまたいだ
コラボレーションや企業とのパートナーシップ

を通じて、商業化の拡大を研究者に奨励する

ものです。これによりオーストラリアは、防衛、

クリーンエネルギー、医療用製品など、国家

として重要な課題に対処できるようになるで

しょう。 

今見られる手掛かり

•	米国では、ボストンのCIMITコンソーシアム

などの事業体で学術研究者が共同研究を

行っています。このコンソーシアムには大学

病院や大学のほか、医療技術の商業化促進で

協力している国内外の機関が参画しており、

ネットワークが拡大しています。

•	米国のユタ大学は（ユタ州立大学とブリガム・

ヤング大学と共に）、シアトルやシリコン

バレーに匹敵するようなテクノロジー関連

の起業家とスタートアップ企業を育てる環

境づくりに力を入れてきました。パブリック

セクターからの控えめな初期投資が実を結ん

だことで民間の投資を呼び込むことができ、

成功の好循環につながって、優秀な人材や

ベンチャーキャピタルを引き付けています。

ユタ州の経済成長率は他のどの州よりも

高く、この20年で80%を超えています3。

もし商業化された研究の採算が取れるようになったとしたら？04

変われない大学に未来はあるのか

3 �https://www.forbes.com/sites/andrewdepietro/2021/08/04/2021-us-states-by-gdp-and-which-states-
have-experienced-the-biggest-growth/?sh=3148bc99846c

Katherine S. Newman博士
米国、マサチューセッツ大学アマースト校  
Provost 兼 マサチューセッツ大学システム  
Senior Vice-Chancellor for Academic Affairs

（審議中の）「エンドレスフロンティア法」

は、 米国国立科学財団（NSF）の規模

を大幅に拡大してまったく新しい理事会

を設け、NSFで初めて橋渡し研究に焦

点を当てるものです

「
「

https://www.cimit.org/
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国連の持続可能な開発目標のうち、

教育と健康の2つは、 テクノロジーを

創造的に展開できれば少しは目標

に近づけるでしょう。 可能性という点

では、 私たちは誰とでもつながること

ができます。 少なくとも、 大半の人が

携帯電話を持っているのですから

Soumitra Dutta教授
米国、コーネル大学ジョンソン経営大学院  
Professor of Management

「大学のモバイル化で 
SDGsの目標4の達成に貢献」
2030年 には、ル アンダ（ アンゴ ラ ）の
工学系の優秀な大学院生が、故郷を離れるこ

となく、専攻分野の著名なリーダーから最良か

つ最先端の教育を受けられると仮定しましょう。

自らアクセスするリモート学習に加え、ときどき

地元のキャンパスに出向いて、米国にいる教授

から高速ビデオ通信による講師主導の同期型

授業を受けたり、キャンパスの実験室を使って

のグループワークや実習を行ったりできます。

授業料は地元の大学と同程度ですが、国際的に

通用する有名かつ人気のある履修証明を取得

できます。

変われない大学に未来はあるのか

 
もし 
テクノロジーが 
世界的な需給の 
不一致を解決 
できるとしたら？

05

「

「



2030年の 
セクター構成

知識サービスセクターが 
解決する課題―機会均等 
2030年には、先進国の学部生の数が減少し、
世界の関心は新興国に向けられているで

しょう。総就学率に関して各国政府が意欲的

な目標を掲げその達成に取り組む中で、質

の高い高等教育への需要は高まり続けます。

オンライン学習やハイブリッド学習によって、

新興国の高等教育機関は収容定員や対象分

野を急激に増やすことが可能になり、社会人

や遠隔地域の人々を含めた人口の大部分が、

高等教育やスキル開発の機会に手が届くよう

になります。

大学が飛躍的成長を遂げるには、 同期

型では拡張が難しいため、 非同期型で

提供量を増やす必要があります

Amit Dhiman教授
インド、インド経営大学院コルカタ校 
Professor of Human Resource Management
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同時に、地元の認定大学やデジタル学習

プラットフォームとの提携を通じて、先進国の

「余剰の」教育キャパシティの10%～20%
が、新興国の学生向けの、質の高い高等教育

やスキル開発の計画・提供に充てられるように

なっています。

一部の提携では、地元の大学が運営する既存

のコースを欧米の大学が共同開発や増強す

る形をとり、完全オンラインや、バーチャルと

物理空間でのハイブリッド型で提供します。別

のケースでは、欧米の大学が主導し、地元機

関と協力して学生の募集や現地法令への対処

を行い、物理的な学習スペースと教員を用意

するか、オンライン学習を現地の言語で補助す

る教育アシスタントを配置します。

相互に認められるコースモジュールと単位

互換制度を開発し、モビリティを可能にするこ

とで、学生はオンラインや地元のキャンパス

でコースを開始してから、実際のキャンパスや

海外で1年間学んで学習を修了できるように
なります。

世界中の大学が連携し、国連の持続可能な

開発目標4「すべての人に包摂的かつ公正
な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を

促進する」の達成にも貢献しています。

政府は、国内の技術インフラに投資し、

すべての学生が学習機器を利用できるよう

にして、教育の機会均等をサポートします。

エネルギー転換への投資は、以前は安定し

た電力供給や十分な帯域幅を確保できな

かった地域に再生可能エネルギーをもたらしま

す。政府はまた、地元の教育機関に対する規制

緩和も行い、同セクターの拡大を促します。緩

和対象には、地元機関の提携先、提携の目的、

オンライン学習やブレンド学習で教育機関が提

供するコースに関する規則も含まれます。

変われない大学に未来はあるのか

「

「
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インドや中国などの新興国は、以前は海外の

大学に多くの学生を送り出していましたが、

自国の高等教育のキャパシティと質を急速に

向上させています。しかしこの向上は、拡大する

中産階級のニーズには追いつけていません。

大学進学率については、インドが新教育政策で

掲げた「2035年までに高等教育の就学率50%
達成」のように、政府が意欲的な目標を設定

しており、大学は、質を維持しながら対象分野

やサービスを急速に拡大する必要に迫られて

います。

新たな市場を求める欧米の大学には、対象と

なる現地で提携し、こうした成長市場で求めら

れている質の高い授業を、テクノロジーを利用

して大規模に、また現地の人が支払える学費で

提供するという大きな機会があります。

大学への影響

欧米の大学が新興国にキャンパスを作ろうと

した過去の取り組みは、持続可能とは言えま

せんでした。しかし現地の大学や現地の第三者

機関と提携して、物理的に（マイクロハブ）また

はバーチャルで参入する機会は現実のものに

なっています。

これまでに新興国向けに欧米で開発された

オンライン学習コンテンツの多くは英語でし

た。新興国の人口の多くに働きかけようとする

なら、大学は現地の言語でコンテンツを開発・

提供するか、少なくとも英語のコンテンツに

現地語の学習サポート機能を付けることを検討

する必要があります。

ここでもまた、こうしたプログラムの修得単位

の認定や互換性が、学生、雇用主、教育プロ

バイダー、政府などに受け入れられるための鍵

となります。

将来的にほとんどのプログラムが、 一部は

オンラインで一部はキャンパスで行われ

るブレンド型になり、 教育のコストも大幅に

下がるでしょう

Lt Gen. Dr Venkatesh氏
インド、マニパル高等教育アカデミー（MAHE） 
Vice-Chancellor

もしテクノロジーが世界的な需給の不一致を解決できるとしたら？05

変われない大学に未来はあるのか

「

「
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•	新興国には、主に交換学生や共同研究のみと

はいえ、海外の大学と長年提携している大学

もあります。

•	多くの大学がすでにオンライン学習プラット

フォームと提携してオンラインコースの開発

と提供を進めており、規模を拡大して学生の

裾野を広げる手段にしています。

Souvik Bhattacharyya教授 
インド、ビルラ技術科学大学ピラニ校  
Vice-Chancellor

マサチューセッツ工科大学スローン

経営大学院やケロッグ経営大学院の

誰かに、 インドに7日間来てほしいと

頼んでも難しいでしょう。 そこまでの時間

の余裕はありません。 しかし、1日当たり

2時間、1週間に3日なら現実的であり、

実現するのです

今見られる手掛かり

• 現在、欧米の大学の一部では、キャンパスを

去る特に中国などからの留学生が増えている

一方で、そうした国々に働きかける新たな提 

携や提供手段も登場しています。例えば、マ 

サチューセッツ大学（UMass）アマースト校 
は、ボストンを拠点とする企業Shorelight
と提携し、同校電気・計算機工学の修士 

課程を上海で開講しています。コース内容

もしテクノロジーが世界的な需給の不一致を解決できるとしたら？05

変われない大学に未来はあるのか

はUMassアマースト校が開発し、同校の教
授が英語で提供します。高速ビデオ接続を利

用したインタラクティブな同期型授業では、

現地の教育アシスタントが学生をサポートし

たり、現地語でのクラスディスカッションを手

伝ったりします。Shorelightは現地で学生を
募集して、物理的なインフラを提供します。

「

「



S字カーブを 
飛躍させるには
大学が知識サービスセクターで生き残り、成功

を収めるには、S字カーブを飛躍させ、自己
改革する必要があります。つまり「高等教育の

頭打ち」という成熟段階から、ナレッジサービス

の成長段階に移行するのです。しかし、組織は

今日の思い込みにとらわれており、改革には

困難が伴います。大学がダイナミックな競争力

を維持するには、行動を新たにし、前進を続け

る必要があります。

26

ビジネスモデルの破壊が起きていて、

私たちはそれを体験しています。 自分

が生きている間にこうなるとは思って

いませんでしたが、 今まさに起きてい

るのです

Bruce Lines氏
オーストラリア、アデレード大学  
Chief Operating Officer

 

 

 

 

  

 

 
 

 

現在：高等教育の頭打ち

将来: ナレッジサービス

目指す位置

現在の位置

価値創造の中核

対象分野

規模 効率性

大規模にイノ
ベーションを

推進する

迅速に
テクノロジーを

実用化する

人を中心に
据える

変われない大学に未来はあるのか

「

「



来るべき将来に備え、 
思考実験を繰り返す

27

「なぜここにいるのか？」　そう自問してみて

ください。目的があれば、不確実な未来に

進む中で、自身の在り方を見失うことはない

でしょう。その目的とは、生涯教育によるウェル

ビーイングの促進、世界的な課題を解決するた

めの協働、知識の開放や研究の商業化、または

それ以外の何かでしょうか。

長期的な目的を 
明確に定める

1 「10年～20年後も大学の存在価値を保つに
はどうすればいいのか？」　そう自問してみて

ください。本書で示した「もし（what-if）」で
始まる質問以外のシナリオも使い、今やるべき

ことを明確にします。もしこの業界が合併により

統合されたら？　もし航空業界のように、大学

がグローバルな提携を組んだら？　もし大学が

デジタルプラットフォーム化したら？　技術面の

パートナーやコンサルティングパートナーなど

幅広いエコシステムと協力し、将来を見直しま

しょう。

「バックキャスティング」の思考で
改革のアジェンダを設定する 

2

「どうすればすべてのステークホルダーに長期

的で持続可能な価値を提供できるのか？」そ

う自問してみてください。これまでの価値は、

規模、対象分野、効率性から来るものでした。

これからの価値は、新たにダイナミックな

行動を起こすこと、つまり、人間を中心に据

え（Humans@center）、大規模にイノベー
ションを推進し（Technology@speed）、迅速
にテクノロジーを実用化する（Innovation@
scale）ことから生まれます。改革とデジタル
ファーストの方針を掲げて競合相手を引き

離し、柔軟性、パーソナライゼーション、卒業生

の就業保証など、顧客のニーズに対応しま

しょう。これを実現するために学習モデルや

業界の提携関係を改革します。また、AIを活
用したパーソナライゼーションを導入し、デジ

タル履修証明を交付します。規模も拡大しま

す。こうした能力を手に入れるには、業界の外

に目を向け、小売、メディア、金融サービスな

ど、改革を実行している他の産業のリーダー的

存在を見つける必要があります。提携、買収、

新たな人材の雇用を通じて、改革を加速させま

しょう。

新たな能力で新たな価値
を生み出す

3

変われない大学に未来はあるのか
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テクノロジーを通じて複数の市場で

さまざまな事業を行う方法を知って

いれば、 成功し成長できるでしょう。

しかしそれは、 他の学校を淘汰する

ことになります

Michael K. Young博士
米国、テキサスA&M大学 Former President

3つの時間軸にわたり
投資する

4

「現在の状況に対応しながら、将来に向け

て変わっていくにはどうすればいいのか？」　

そう自問してみてください。急激な変化

を念頭に置き、改革アジェンダを調整しま

しょう。

現在  
投資率 : 50%
重点 : 大学の現在の中核事業モデルと
運営を強化します。例えば、サイバー

セキュリティによる機密情報の保護や、

データと分析を通じた成果や効率性の

追跡と改善です。 

変われない大学に未来はあるのか

さらにその先の未来 
投資率 : 10% 
重点 : 大学自体と業界を改革する
ために大勝負に出ます。例えば、モノ

のインターネット（IoT）やAIを使った
インテリジェントなキャンパスの構築

や、サービスとしての研究を提供する

市場の創設です。

次の未来 
投資率 : 40% 
重点 : 大学の将来の新規ビジネス
モデルとテクノロジーを構築します。

例えば、次世代デジタル学習エコ

システムを構築してカスタマイズさ

れた「オンデマンド」学習を提供した

り、産業界や新たな地域市場と提携を

結んだりします。

「

「



緩やかに進む 
セクター改革
言うまでもなく、大学が一晩で消えるような

事態は起こらず、これからも知識の創造、経

済成長、繁栄を生み出す強力な推進力であり

続けるでしょう。信頼できる学習と知識の宝庫

であり、教員らは身近な存在で、信頼でき、親

身に関わってくれます。すべての大学の変化

が遅く、改革に消極的なわけではありません。

学位とマイクロクレデンシャル、知力と仕事に

直結するスキル、同期型と非同期型の学習に、

オンラインやハイブリッドでの提供モデルを

通じて対応し、未来に向けて改革を始めている

大学もあります。

また、すべての学生が大学以外の選択肢を選

ぶわけではありません。学生の多くはやはり、

社会人として生活を始める前に青春を謳歌した

いと思うでしょう。そうした学生たちに対しては、

大学は今後も知識やスキルの習得だけでなく、

人生に影響を与えるような体験ができる場で

あり続けます。
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そして、それは 
突然訪れる
しかし、大学を取り巻く状況の変化は大学

の変化よりも速く、ディスラプション（創造

的破壊）がより現実味を帯び、意思決定が

さらに難しくなっています。そして新型コロ

ナウイルス感染症のパンデミックが世界に

与えた衝撃により、高等教育セクターは岐路

に立たされています。

高等教育が頭打ちになる中、大学は次の点を

検討する必要があります。 

•	所在する地域では、長期的に見て伝統的

モデルにはどのような限界があるのか。

•	自大学には、従来市場で後れを取らない

ための十分な勝機はあるのか。それとも

敗者に加わるのか。

•	テクノロジーを使って新たな方法で世界と

関わる機会には、どのようなものがあるのか。

•	仕事の即戦力となる卒業生と、生涯学習を続

ける学習者をともに輩出するには、どうすれ

ばいいのか。

•	ディスラプションを競争上の強みにできる

大学にするには、どうすればいいのか。

•	自大学が得意とすることを、国内外の新規

市場にどのように売り込めばいいのか。

•	すべての大学に存続の価値があるのか。

その未来はあなたが考えるよりも近くまで来

ています。重要な存在であり続けるためには、

大学は自己改革を行わなければなりません。

手遅れにならないよう、今すぐ変わり始める

必要があります。

私たちの生活の質は、 過去の世代の研究と学習のたまものです。

歴史上の今この瞬間に、人類と地球に将来必要となる技術・科学・

文化の進歩を実現するため、 教育研究機関は何を求められている

のでしょうか

Catherine Friday
EY Global Education Leader

「

「



EYがサポート 
できること
未来は不確実でも、そこに至る道筋もそうとは限り

ません。やるべきことは2つでシンプルです。
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デジタル化の準備ができて
いるか自己診断する
デジタルイノベーションを加速させて

いる大学もあれば、まだ計画段階の

大学もあります。知識サービスの未来に

向けて改革を進める上で、テクノロジー

を迅速に展開する準備ができているか

どうか、自己診断ツール（次ページ）を

使って評価してください。

思考実験を行う 
EYのリーダーにお問い合わせ
いただければ、大学上層部向けの 
「バックキャスティング」戦略ワー

クショップをバーチャルで開催で

きます。ワークショップでは、自由

な未来を構想するためのシナリオ

プランニングに基づいた実習を

行います。
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新たなテクノロジーの登場により、知識サービス

事業者がビジネスモデルを転換し、事業モデ

ルを大幅に効率化する機会が生まれていま

す。こうしたテクノロジーの受け入れ態勢を整

え、うまく利用することで、競合に対して大きな

優位性を得ることができます。

知識サービスの未来に向けて改革を進める

上で、テクノロジーを迅速に展開する準備が

できているかどうか、このリストを使って診断

できます。

どの程度準備が整っているかを5段階で評
価してください（5：万全である、4：だいたい
整っている、3：平均的、2：あまり整っていない、
1：準備をしていない）。

自己診断ツール： 
テクノロジーの迅速な展開に向けた 
準備ができているか

従来の学習管理システムから、個々の

学生に合わせて調整またはパーソナ

ライズした学習機会を提供する次世代

のデジタル学習エコシステムへと転換

できるか。

学生と産業界を結び付け、キャリア

に関するアドバイス、計画の作成、職

業紹介を行うようなキャリアプラット

フォームを実装できるか。

学生、職員、教員、運営を全包囲的に

把握できる統合データプラットフォーム

を通じて、幹部が十分な情報に基づいた

意思決定を行えるか。

学生のパフォーマンスの課題を予測し、

必要な改善点をコースに取り入れる

ために、学習分析を利用できるか。

授業のスケジュール管理のデジタル化

や、学生・職員・教員とタイムリーに、

かつ個人に合わせた方法で連絡を取

るために、インテリジェントな自動化を

使ってスマートなプロセスとワークフロー

を構築することができるか。

AIと機械学習を活用し、成績評価や個別
指導からパフォーマンスのモニタリン

グまで、教育とサポートの活動を支援

できるか。

社会人になるにあたって学生が自身の

成績証明を発行できるよう、スキルや

知識を証明するデジタル履修証明テクノ

ロジーを利用できるか。

大学のデジタル化が進む中、大学のエコ

システム内のあらゆる機密情報と個人

情報を、サイバーセキュリティを使って

保護できるか。

これらの質問のいずれかへの回答に懸念が

あれば、急速に変化している学習者、提携相手、

エコシステムの期待に応えるため、テクノロジー

とデジタル化のイノベーションを今すぐ加速

させる必要があるかもしれません。 

私たちにご相談ください。
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